
１．コンクリートブロック塀の基準

建築基準法による規定（概要）

① 塀の高さ …2.2ｍ以下 

② 塀の厚さ …15 ㎝以上（高さ 2m 以下は 10 ㎝以上） 

③ 控え壁  …間隔は 3.4ｍ以内、塀の高さの 1/5 以上突出させる 

④ 基礎   …高さ 35㎝以上（深さは 30 ㎝以上） 

⑤ 鉄筋   …太さ 9㎜以上で縦横 80 ㎝以内および端部、頂部、底部に配置 

※増積みブロック、透かしブロックの多用は構造耐力上好ましくない。 

※ひび割れ、損傷、著しい汚れは、劣化が進みやすくなるため注意が必要。 

２．専門家への相談に関する問合わせ先

１.建築士や建築士事務所等へのご相談 

社団法人 東京都建築士事務所協会 品川支部 

２.コンクリートブロック塀に関する診断のご相談 

一般社団法人 全国建築コンクリートブロック工業会  

３.コンクリートブロック塀の施工に関するご相談 

品川建設防災協議会 

３．コンクリートブロック塀の除却に係わる支援について

１.道路沿いに生垣を作る時に既存のブロック塀を除却する場合 

【品川区緑豊かな街なみづくり助成制度 公園課みどりの係】 

・対象道路…公道および私道(細街路は除く) 

     ・対象者 …土地の所有者、管理者 

・助成額 …塀の高さ 1.2m 以下 4.5 千円/m         

1.2m 超   8 千円/m 

※災害の危険度が高い地区内では助成額2倍 

２.細街路を拡幅整備する時に既存のブロック塀を除却する場合 

【細街路拡幅整備事業 建築課細街路担当】 

・対象道路…細街路 

（区道、通り抜けできる私道 等） 

・対象者 …建築主等 

・助成額 …塀の高さ 1.2m 以下 3 千円/m        

1.2m 超  5 千円/m 

３.耐震性のない木造建築物を除却する時に既存のブロック塀を除却する場合 

【住宅建築物耐震化支援事業 建築課耐震化促進担当】 

・対象地域…東京都防災都市づくり推進計画の整備地域、新防火地域内 

・対象者 …建築物の所有者 

４.対象の木造建築物等を除却する時に既存のブロック塀を除却する場合 

【不燃化特区支援制度 木密整備推進課木密整備担当】 

・対象地域…不燃化特区内(9 地区) ※助成期間は平成 32 年度まで 

・対象者 …建築物の所有者 

５.対象の木造建築物を除却する時に既存のブロック塀を除却する場合 

【都市防災不燃化促進事業  木密整備推進課不燃化促進担当】

・対象地域…不燃化促進区域内(7 地区) ※地区毎に助成期間は異なる 

・対象者 …建築物の所有者 
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防災対策について ～豪雨対策について～ 

１ 西日本を中心に発生した「平成 30 年 7 月豪雨」について 

「平成 30 年 7 月豪雨」では、西日本から東海地方を中心に広範囲で大雨とな

り、各地で甚大な被害が発生した。総降水量が高知県で 1,800ミリ、岐阜県で 1,200

ミリ、佐賀県で 900 ミリを超えるなど、記録的な豪雨となった。 

以下は、高知県安芸郡馬路村魚梁瀬の降水量の時系列図である。1時間 97ミリ、

24 時間 691 ミリを記録している。なお、東京都および区がこれまで実施してきた

治水対策の整備水準は、1 時間 50 ミリ、24 時間 152 ミリである。 

２ 豪雨対策について 

２．１ 河川、下水道の整備 

 区内ではこれまで、目黒川荏原調節池や西品川公園雨水調整池などの貯留施設

や、第二立会川幹線などのバイパス管を整備し、近年は台風や集中豪雨でも大き

な浸水被害は発生していない。現在施工中の立会川雨水放流管や第二戸越幹線の

整備が進むことで、浸水被害はさらに軽減されることが見込まれる。

２．２ 品川区浸水ハザードマップ          資料１ 

 整備水準を超える大雨に対し、区では、大雨による河川の増水や下水道の能力

を超える流入により浸水した場合の浸水予想区域図、および平成元年や 11 年の浸

水を元に作成した浸水実績図を重ね合わせ、さらに避難所や避難時の心得など避

難に役立つ情報を記載した「品川区浸水ハザードマップ」を作成している。 

  想定している大雨の規模は、平成 12 年 9 月に発生した東海豪雨（1 時間 114 ミ

リ、総雨量 589 ミリ）であり、「平成 30 年 7 月豪雨」が東京地方で発生した場合

の参考になる。 

２．３ 目黒川の氾濫に対する避難基準        資料２ 

水防法の改正に伴い、区では、目黒川の氾濫に対する避難基準を策定している。

平成 12 年の東海豪雨と同規模の大雨を降らせた場合のシミュレーションと過去

の浸水実績から対象範囲を定め、目黒川の水位に応じて区民に避難行動を求める

ものである。 

  なお、避難は上階への垂直避難を基本とし、垂直避難が困難な方は最寄りの避

難所へ避難としている。 

避難情報 目黒川の水位 区民の行動 

避難準備・ 

高齢者等避難開始 

避難判断水位 避難の準備 

高齢者・障害者等は

避難開始 

荏原調節池の流入量が5万 m3を超え、

かつ今後も水位上昇の恐れがある 

避難勧告 
氾濫危険水位 

上階へ避難 
目黒川の水位が AP+4.47m に達する

避難指示（緊急） 
氾濫発生水位 

避難を完了 

目黒川の水位が AP+5.42m に達する 

※目黒川の水位は、「荏原調節池上流」での水位 

建 設 委 員 会 資 料 

平 成 ３ ０ 年  ８ 月 ２ ７ 日 

防災まちづくり部河川下水道課 

（日）          ※気象庁発表資料より 



資料１



※避難情報緊急通知コール対象世帯に配布（平成29年3月）
資料2


